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自己資本の充実の状況等

定性的開示事項

●自己資本調達手段の概要
　当金庫の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。
発行主体 東山口信用金庫
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 777百万円
償還期限 ―
一定の事由が生じた場合に償還等を可能とする特約がある場合は、その概要 ―

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで利益の内部留保による資本の積上げ等により自己資本を充実させ、経
営の健全性・安全性を保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策につ
いては、年度ごとに掲げる事業計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益によ
る資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。

●信用リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリス
クをいいます。当金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認
識のもと、安全性、公共性、流動性、成長性、収益性の5原則に則った厳正な与信判断を行う
べく、与信業務の基本的指針等を明示した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に
理解と遵守を促すとともに、信用リスク管理を徹底しています。
　信用リスクの管理は、小口多数取引の推進によるリスク分散の他、与信構造（ポートフォ
リオ）管理として自己査定による債務者区分別、業種別、さらには与信集中によるリスクの
抑制のため大口与信先の管理など、さまざまな角度からの分析を行うとともにモンテカルロ
シミュレーションを活用して、信用リスクの計量化なども行っています。信用リスク管理の
状況については、必要に応じて常務会、理事会といった経営陣に対して報告する態勢を整備
しております。
　信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当基準」に基づき、自己
査定における債務者区分ごとに算定しております。一般貸倒引当金については正常先、その
他要注意先、要管理先について、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づいた
予想損失率を乗じて算出しております。また、個別貸倒引当金に関しては、破綻懸念先、実
質破綻先及び破綻先について、担保及び保証による回収見込額を控除し、その残額のうち、
債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４社を採用しています。
　・格付投資情報センター　　　・日本格付研究所
　・スタンダード＆プアーズ　　・ムーディーズ

●信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫は融資に際して、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などによ
り受ける損失（信用リスク）を軽減するために、取引先によっては、不動産担保や信用保証
協会保証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまで補完的措置であり、資
金使途、返済財源、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行
っております。
　また、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をい
ただいた上でご契約いただく等、適切な取扱に努めております。
　信用リスク削減手法として当金庫が扱う主要な担保としては自金庫預金積金等、また保証
には、信用保証協会保証、政府関係機関保証等がありますが、その手続きについては、金庫
が定める「事務取扱規程」及び「事務取扱要領」等により、適切な事務取扱い及び適正な評価・
管理を行っております。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相
殺等をする場合がありますが、金庫が定める「事務取扱規程」等により、適切な取扱いに努
めております。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクス
ポージャーの種類に偏ることなく分散されております。
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●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の
　リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
（1）リスク管理の方針及びリスク特性の概要

　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先劣後構造の関係にある二
以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を有する
取引をいい、証券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをいいます。
また、再証券化取引とは、証券化取引のうち、原資産の一部又は全部が証券化エクスポー
ジャーである証券化取引をいい、再証券化エクスポージャーとはそのエクスポージャーを
いいます。
　当金庫が証券化取引（再証券化取引を含む。以下本項において同じ。）を行う場合には、
有価証券投資の一環で投資家として証券化取引を行うこととしております。
　当金庫が保有する証券化エクスポージャーについては、信用リスク及び市場リスクが内
包されますが、「余資運用基準規程」及び「統合的リスク管理規程」等で定める保有限度枠
内で取り扱うとともに、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・
管理を行うこととしております。

（2）自己資本比率告示第249条第4項第3号から第6号までに規定する体制の整備及びその運用
状況の概要
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、証券化エクスポージャ
ーおよびその裏付資産に係る市場の状況等、当該証券化エクスポージャーに関するデュー
デリジェンスやモニタリングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に入
手可能であることを経理部において事前に確認するとともに、当該証券化エクスポージャ
ーの裏付資産の状況、パフォーマンス、当該証券化商品に内包されるリスクおよび構造上
の特性等の分析を行ったうえで判断することとしております。
　また、保有する証券化エクスポージャーについては、経理部において当該証券化エクス
ポージャー及びその裏付資産に係る情報を適時に収集し、リスク管理委員会へ報告を行い、
リスク管理委員会は、経理部から報告を受けた内容を確認し、必要に応じて個別案件ごと
に信用補完の十分性やスキーム維持の蓋然性等の検証を行い、常務会へ報告することとし
ております。
　なお、再証券化エクスポージャーについても、証券化エクスポージャーと同様の対応を
行うこととしております。

（3）信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化取引を用いておりません。

（4）証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
　当金庫は、標準的手法により証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額を算
出することとしております。

（5）信用金庫の子法人等（連結子法人等を除く）のうち、当該信用金庫が行った証券化取引（信
用金庫が証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を含む）に係る証券化エクスポージ
ャーを保有しているものの名称
　該当ございません。

（6）証券化取引に関する会計方針
　証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識、その評価及び会計処
理については、企業会計基準委員会「金融商品に関する会計基準」等に準拠しており、時
価を把握することが極めて困難と認められる場合を除き、市場価格及びこれに準じるもの
として合理的に算定された価格による評価を実施することとしております。

（7）証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の
とおりです。
　なお、証券化エクスポージャーの種類ごとに使用する適格格付機関を分類はしておりま
せん。
・格付投資情報センター　　　　・日本格付研究所
・スタンダード＆プアーズ　　　・ムーディーズ
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●オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金
庫では各リスク管理要領に基づき、組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、収集し
たデータの分析・評価を行い、リスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に
努めています。
　事務リスク管理については、事務リスク管理要領にリスク管理の手法と手続きを定め、
本部・営業店一体となりその遵守の徹底を図り、事務品質の向上に努めております。
　システムリスクについては、システムリスク管理要領に基づき、管理すべきリスクの所在、
種類等を明確にし、各項目について運用面の徹底を図り、安定した業務遂行ができるよう、
多様化かつ複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。
　その他のリスクについても、苦情相談に対する担当部署の設置による苦情に対する適切
な処理、個人情報及び情報セキュリティ体制の整備、さらには各リスク商品等に対する説
明態勢の整備など、顧客保護の観点を重要視した管理態勢の整備に努めております。
　また、これらのリスクに関しましては、リスク管理委員会等、各種委員会におきまして、
協議・検討するとともに、必要に応じて常務会、理事会といった経営陣に対して報告する
態勢を整備しております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は基礎的手法を採用しております。

●銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
　株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　上場株式､ 上場優先出資証券、株式関連投資信託等にかかるリスクの認識については、時
価評価及び最大予想損失額（VaR）によるリスク計測によって把握するとともに、当金庫の
抱える市場リスクの状況や設定されたリスク限度枠、損失限度枠の遵守状況を経営陣に報告
するとともに、複合的なリスクの分析を実施し、定期的に経営陣やリスク管理委員会へ報告
しています。
　一方、非上場株式、政策投資株式に関しては、当金庫が定める「余資運用基準規程」に基
づいた適正な運用・管理を行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を
基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については適宜、
経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」
及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っ
ております。

●銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続の概要

　銀行勘定の金利リスクとは、金利が変動することによって、保有する資産や負債等の価
値（現在価値）や、貸出金や借入金の金利差などから得られる将来収益（金利収益）が変
動するリスクをいいます。当金庫では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、
その他の市場リスクとの関係性を考慮しながら、銀行勘定の市場リスクを一体的に管理し
ております。
　当金庫では、自己資本に照らして許容可能な水準にリスクをコントロールすることを基
本方針としており、金利リスクは、資本配賦運営の枠組みの中で、市場リスクの一部とし
て管理されております。特に、有価証券の金利リスクにおいては、残高、損失限度、VaR
等に限度額を設定し、一定の範囲に抑えるよう月次で管理を行っております。市場リスク
のミドル部門であるリスク管理委員会は、これらの遵守状況のモニタリングを通じて、市
場リスクのみならず、金庫全体のリスクを総体的に把握し評価を行うとともに、リスク管
理の状況を四半期ごとに常務会に報告しております。
　有価証券の金利リスクは月末日を基準日として月次で、銀行勘定全体の経済価値変動リ
スクについては、3・6・9・12月末日を基準日として四半期毎にリスク量を計測しておりま
す。なお、金利リスクを削減する際は、有価証券、預け金等の残高調整、金利更改期の期
間調整で対応しており、金利スワップ等ヘッジ取引は行っておりません。

（2）金利リスクの算定手法の概要
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.3年、最長の金利改定満期は5年、
また、流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用
しております。なお、固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約については考慮し
ておりません。
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　当金庫ではIRRBBの算出にあたり、通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しており
ますが、金利リスクの合算においては通貨間の相関等を考慮しておりません。また、割引
金利にスプレッドを含めず、キャッシュ・フローにスプレッドを含めて算出しております。
　ΔEVEに重大な影響を及ぼす内部モデルは使用しておりません。また、前事業年度末の
開示からの変動については、開示初年度であるため記載しておりません。
　当期の重要性テスト（金利リスク（ΔEVE）／自己資本の額）の結果は基準値である自
己資本の額の20%を超過しており、銀行勘定の金利リスクは自己資本の額対比で過大であ
ると認識しております。今後、リスク管理の高度化に取組み、収益性を維持しながらも金
利リスクを抑制する方針です。

（3）その他の金利リスク計測について
　当金庫では、ΔEVEに加え、VaR（バリュー・アット・リスク）を用いて金利による時
価変動リスク量を算定しております。なお、VaRの算出にあたっては、過去5年間の金利デ
ータから算出した想定最大変化幅を金利ショックとして使用しています。
　VaRについては、金利変動が正規分布にしたがうと仮定する「分散共分散法」を採用し、
観測期間5年間、保有期間3ヵ月、信頼区間99％としています。なお、行動オプション性の
考慮については、ΔEVE計測と同様の内容としております。
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定量的開示事項

●自己資本の構成に関する事項
� （単位：百万円）

項　　 目 2017 年度 2018 年度
経過措置による不算入額 経過措置による不算入額

コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 8,088 8,384

うち、出資金及び資本剰余金の額 784 777
うち、利益剰余金の額 7,321 7,622
うち、外部流出予定額（△） 15 15
うち、上記以外に該当するものの額 △ 0 △ 0

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 361 302
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 361 302
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる
額

－ －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経
過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45％に相当する額のうち、経過措置によ
りコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

88 73

コア資本に係る基礎項目の額（イ） 8,538 8,760
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 5 1 8 －

うち、のれんに係るものの額 － － － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 5 1 8 －

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － － － －
適格引当金不足額 － － － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － － － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － － － －
前払年金費用の額 － － － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － － － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － － －
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 － － － －
特定項目に係る 10％基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － － －

特定項目に係る 15％基準超過額 － － － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － － －

コア資本に係る調整項目の額（ロ） 5 8
自己資本
自己資本の額（（イ） － （ロ）） （ハ） 8,532 8,752
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 75,477 76,641

資産（オン・バランス）項目 74,923 75,653
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 46 327

うち、調整項目に係る経過措置により、なお従前の例によるとしてリスク・アセッ
トが適用されることになったものの額のうち、無形固定資産（のれん及びモー
ゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）に係るものの額

1 －

うち、調整項目に係る経過措置により、なお従前の例によるとしてリスク・アセッ
トが適用されることになったものの額のうち、繰延税金資産に係るものの額

－ －

うち、調整項目に係る経過措置により、なお従前の例によるとしてリスク・アセッ
トが適用されることになったものの額のうち、前払年金費用に係るものの額

－ －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出した
リスク・アセットの額を控除した額

△ 375 －

うち、上記以外に該当するものの額 327 327
オフ・バランス取引等項目 469 911
CVA リスク相当額を 8％で除して得た額 84 76
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 0 0

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8％で除して得た額 4,840 4,742
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額（ニ） 80,317 81,383
自己資本比率
自己資本比率（（ハ） ／ （ニ）） 10.62% 10.75%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保
有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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自己資本の充実の状況等

●自己資本の充実度に関する事項
� （単位：百万円）

2017 年度 2018 年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．�信用リスク・アセット、所要自己資本の額の
合計 75,477 3,019 71,106 2,844 

①�標準的手法が適用されるポートフォリオご
とのエクスポージャー 75,361 3,014 70,702 2,828 

現金 －　 －　 －　 －　
我が国の中央政府及び中央銀行向け －　 －　 －　 －　
外国の中央政府及び中央銀行向け 74 2 30 1 
国際決済銀行等向け －　 －　 －　 －　
我が国の地方公共団体向け －　 －　 －　 －　
外国の中央政府等以外の公共部門向け 185 7 91 3 
国際開発銀行向け －　 －　 －　 －　
地方公共団体金融機構向け 210 8 190 7 
我が国の政府関係機関向け 404 16 375 15 
地方三公社向け 56 2 40 1 
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 13,875 555 13,240 529 
法人等向け 20,166 806 20,118 804 
中小企業等向け及び個人向け 19,697 787 20,136 805 
抵当権付住宅ローン 3,383 135 3,310 132 
不動産取得等事業向け 8,174 326 7,864 314 
3 ヵ月以上延滞等 718 28 754 30 
取立未済手形 4 0 6 0 
信用保証協会等による保証付 568 22 612 24 
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 －　 －　 －　 －　
出資等 3,226 129 131 5 

出資等のエクスポージャー 3,226 129 131 5 
重要な出資のエクスポージャー －　 －　 －　 －　

上記以外 4,615 184 3,800 152 
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部 TLAC 関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

629 25 －　 －　

信用金庫連合会の対象普通出資等であっ
てコア資本に係る調整項目の額に算入さ
れなかった部分に係るエクスポージャー

1,404 56 1,371 54 

特定項目のうち調整項目に算入され
ない部分に係るエクスポージャー －　 －　 －　 －　

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を
保有している他の金融機関等に係るその他外部
TLAC 関連調達手段に関するエクスポージャー

－　 －　

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有し
ていない他の金融機関等に係るその外部 TLAC 関連調
達手段のうち、その他外部 TLAC 関連調達手段に係る
5% 基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

－　 －　

上記以外のエクスポージャー 2,581 103 2,428 97 
②証券化エクスポージャー －　 －　 －　 －　

証券化（オリジネーター） －　 －　 －　 －　
（うち再証券化） －　 －　 －　 －　
証券化（オリジネーター以外） －　 －　 －　 －　

（うち再証券化） －　 －　 －　 －　
③－ 1．�複数の資産を裏付とする資産（所謂

ファンド）のうち、個々の資産の把
握が困難な資産

77 3 

③－ 2．�リスク・ウェイトのみなし計算が適
用されるエクスポージャー 5,534 221 

ルック・スルー方式 5,534 221 
マンデート方式 －　 －　
蓋然性方式（250％） －　 －　
蓋然性方式（400％） －　 －　
フォールバック方式（1250％） －　 －　

④�経過措置によりリスク・アセットの額に算
入されるものの額 328 13 327 13 

⑤�他の金融機関等の対象資本等調達手段に係
るエクスポージャーに係る経過措置により
リスク・アセットの額に算入されなかった
ものの額

△ 375 △ 15 －　 －　

⑥ �CVA リスク相当額を 8％で除して得た額 84 3 76 3 
⑦中央清算機関関連エクスポージャー 0 0 0 0 

ロ�．オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除
して得た額 4,840 193 4,742 189 

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 80,317 3,212 75,848 3,033 
（注）1．所要自己資本額＝リスク・アセット×4％
　　　2．�「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
　　　3．�「3 ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3 ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中

央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのこ
とです。

　　　4．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

　　　

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

÷8％粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15%
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

　　　
　　　5．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％
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●信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

〈地域別・業種別・残存期間別〉� （単位：百万円）
信用リスクエクスポージャー期末残高

3 ヵ月以上延滞エクスポージャー貸出金、コミットメント及びそ
の他のデリバティブ以外のオ
フ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

国 内 205,315 200,551 92,687 92,810 49,537 46,410 － － 922 1,011

国 外 15,035 18,435 － － 7,119 9,614 － － － －

地 域 別 合 計 220,351 218,987 92,687 92,810 56,657 56,025 － － 922 1,011

製 造 業 11,220 10,417 5,476 4,774 5,599 5,598 － － 54 54

農 業 、 林 業 77 83 77 83 － － － － － －

漁 業 35 36 35 36 － － － － 19 －

鉱 業、 採 石 業、

砂 利 採 取 業 27 29 27 29 － － － － － －

建 設 業 8,113 8,508 7,913 8,308 199 199 － － 123 86

電気・ガス・熱供

給 ・ 水 道 業 3,444 4,185 534 775 2,905 3,404 － － － －

情 報 通 信 業 591 633 177 160 300 300 － － － －

運 輸 業、 郵 便 業 5,737 5,778 3,414 3,456 2,309 2,308 － － 10 3

卸 売 業、 小 売 業 7,378 7,234 6,476 6,433 900 800 － － 145 124

金 融 業、 保 険 業 75,378 73,787 13,260 13,170 8,018 9,514 － － － －

不 動 産 業 14,614 14,506 8,914 8,366 2,698 2,798 － － 246 274

物 品 賃 貸 業 551 531 248 227 300 300 － － － －

学 術 研 究、 専 門・

技 術 サ ー ビ ス 業 725 754 725 754 － － － － － －

宿 泊 業 232 212 232 212 － － － － 10 34

飲 食 業 2,201 2,193 2,201 2,193 － － － － 138 104

生 活 関 連 サ ー ビ

ス 業、 娯 楽 業 2,642 2,236 2,635 2,229 － － － －
31 117

教育、学習支援業 532 639 532 639 － － － － － －

医 療 、 福 祉 3,841 3,491 3,841 3,491 － － － － 14 74

その他のサービス 2,744 2,811 2,744 2,811 － － － － 9 11

国・地方公共団体等 49,701 47,743 9,167 9,655 33,425 30,801 － － － －

個 人 24,047 24,999 24,047 24,999 － － － － 119 123

そ の 他 6,509 8,171 － － － － － － － －

業 種 別 合 計 220,351 218,987 92,687 92,810 56,657 56,025 － － 922 1,011

１ 年 以 下 37,493 43,399 10,478 10,769 2,554 2,531 － －

１ 年 超 ３ 年 以 下 35,176 27,241 6,614 6,020 5,312 7,827 － －

３ 年 超 ５ 年 以 下 21,424 22,793 8,808 6,968 10,621 10,325 － －

５ 年 超 ７ 年 以 下 16,031 16,251 6,633 6,689 8,697 7,299 － －

７ 年 超10年 以 下 33,657 31,160 9,130 9,916 12,923 12,844 － －

１ ０ 年 超 66,875 66,776 50,327 51,578 16,548 15,197 － －

期 間 の 定 め

の な い も の 9,460 10,916 461 419 － 0 － －

そ の 他 231 448 231 448 － － － －

残 存 期 間 別 合 計 220,351 218,987 92,687 92,810 56,657 56,025 － －

（注）1．オフバランス取引は、デリバティブ取引を除く。
　　　2．�「3 ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3 ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのこ

とです。
　　　3．上記業種区分の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
　　　4．上記期間区分の「その他」は、裏付となる個々の残存期間を把握することが困難なエクスポージャーです。具体的には代理貸付等です。
　　　5．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　　6．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー
区分
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自己資本の充実の状況等

■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等� （単位：百万円）

業種別区分

個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

製 造 業 37 32 32 30 6 ― 30 32 32 30 ― ―

農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

建 設 業 136 98 98 82 5 16 131 82 98 82 3 19

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

情 報 通 信 業 69 69 69 69 ― ― 69 69 69 69 ― 15

運 輸 業、 郵 便 業 604 596 596 583 0 1 604 594 596 583 ― 1

卸 売 業 79 78 78 77 ― ― 79 78 78 77 ― 7

小 売 業 160 83 83 82 70 0 90 83 83 82 7 3

金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

不 動 産 業 231 234 234 103 2 113 229 120 234 103 ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

宿 泊 業 3 9 9 9 0 ― 2 9 9 9 ― ―

飲 食 業 72 73 73 55 3 8 69 64 73 55 ― 13

生活関連サービス業、娯楽業 337 257 257 215 ― 69 337 188 257 215 17 ―

教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

医 療 ・ 福 祉 2 1 1 23 ― ― 2 1 1 23 0 ―

その他のサービス業 1 0 0 ― ― ― 1 0 0 ― ― ―

地 方 公 共 団 体 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

個 人（ 住 宅・ 消 費・
納 税 資 金 等 ） 37 34 34 29 2 2 35 31 34 29 19 ―

海外円借款、国内名義現地貸 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合 計 1,775 1,570 1,570 1,362 90 212 1,684 1,358 1,570 1,362 48 60

※1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額

2017年度 2018年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

０％ － 44,966 － 37,298

１０％ － 7,499 － 6,863

２０％ 3,739 73,308 3,801 69,735

３５％ － 9,788 － 9,608

５０％ 11,543 357 11,229 339

７５％ － 36,809 － 37,682

１００％ 863 30,817 901 27,234

１５０％ 66 237 － 271

２００％ － － － －

２５０％ － 51 － －

その他 － 302 － －

合　　計 16,212 204,138 15,932 189,034

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　　2．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　　3�．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含

まれておりません。
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●信用リスク削減手法に関する事項
■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

信用リスク削減手法が適用され
たエクスポージャー

2,258 2,922 9,200 8,783 － －

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の
　取引相手のリスクに関する事項
当金庫は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
当金庫は、オリジネーター及び投資家としての証券化取引はございません。

●出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価� （単位：百万円）

区　　　　分
2017年度 2018年度

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等 93 93 95 95

非上場株式等 4,228 4,228 1,159 1,159

合計 4,321 4,321 1,255 1,255

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

2017年度 2018年度

売 却 益 0 1

売 却 損 － －

償　　却 － －

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額� （単位：百万円）

2017年度 2018年度

評価損益 15 44

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額� （単位：百万円）

2017年度 2018年度

評価損益 － －
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自己資本の充実の状況等

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
� （単位：百万円）

2017年度 2018年度

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 14,021

マンデート方式を適用するエクスポージャー －

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー －

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー －

フォールバック方式（1250％）を適用するエクス
ポージャー

－

●金利リスクに関する事項� （単位：百万円）

IRRBB 1：金利リスク

項番

イ ロ

ΔEVE

当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 5,905

2 下方パラレルシフト －

3 スティープ化 5,056

4 フラット化

5 短期金利上昇

6 短期金利低下

7 最大値 5,905

ホ ヘ

当期末 前期末

8 自己資本の額 8,752  

（注）1．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
　　　2．�「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第3号（2019年2月18日）による改正を受け、2019年3月末から金利リスクの定義と計

測方法等が変更になりました。このため、開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。
　　　　 � 　なお、昨年開示した旧基準による「金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額」（2017年度）は、

2,399百万円であります。この算出に使用した金利ショックは、旧アウトライヤー基準に係るパーセンタイル値であり、当期末のΔEVEとは計測定
義等が異なります。このため、両者の差異が金利リスク量の増減を示すものではありません。


